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平
成　

年
度
第
１
回
五
霞
町
議
会
定
例
会

１７

の
開
会
に
あ
た
り
、
町
政
運
営
に
関
す
る
所

信
の
一
端
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

合
併
問
題
に
つ
き
ま
し
て
は
一
昨
年
来
、

近
隣
市
町
村
の
合
併
状
況
を
見
据
え
て
、
改

め
て
方
向
を
決
め
さ
せ
て
い
た
だ
く
と
の
方

針
を
出
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
当
面
す
る
行
政

改
革
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
。

　

こ
の
度
、
平
成　

年
度
を
初
年
度
と
し
平

１７

成　

年
度
ま
で
の
５
年
間
を
計
画
期
間
と
す

２１
る
「
第
４
次
五
霞
町
総
合
振
興
計
画
」
を
策

定
し
ま
し
た
の
で
、
今
議
会
に
提
案
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

本
町
が
め
ざ
す
ま
ち
づ
く
り
の
目
標
と
、

そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
の
大

綱
を
体
系
的
に
定
め
た
も
の
で
す
。
長
期
的

指
針
で
あ
る
と
同
時
に
、
町
民
と
行
政
が
総

力
を
集
結
し
、
達
成
す
べ
き
目
標
を
示
し
た

行
動
計
画
と
し
て
の
性
格
も
有
し
て
い
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
が
進
み
、
本
格
的
な
人
口
減

少
社
会
を
向
か
え
よ
う
と
し
て
い
る
中
、
本

町
に
お
い
て
も
、
常
住
人
口
が
１
万
人
を
割

り
込
む
事
態
と
な
り
、
ま
た
、
財
政
事
情
も

一
段
と
厳
し
さ
を
増
す
変
革
の
時
代
に
あ
っ

て
、
活
力
を
ど
う
維
持
し
、
発
展
さ
せ
て
い

く
か
大
き
な
課
題
で
あ
り
ま
す
。

　

更
な
る
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
べ

く
、
広
汎
な
観
点
か
ら
検
討
し
た
い
と
思
い

ま
す
。
併
せ
て
、
少
子
高
齢
社
会
に
対
応
し

た
、
保
健
・
福
祉
・
医
療
の
充
実
や
快
適
な

生
活
環
境
の
整
備
に
向
け
、
き
め
細
か
な
対

策
を
講
じ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

次
に
、
道
の
駅
整
備
事
業
に
つ
い
て
は
、

４
月　

日
オ
ー
プ
ン
を
目
指
し
て
準
備
を
進

２３

め
て
い
ま
す
。
米
作
を
主
体
と
し
て
き
た
本

町
の
農
業
を
果
樹
・
野
菜
等
へ
の
転
換
を
促

し
、
地
域
農
業
の
担
い
手
を
育
成
す
る
と
と

も
に
、
消
費
者
に
新
鮮
な
食
材
を
提
供
で
き

る
よ
う
、
地
産
地
消
を
積
極
的
に
推
進
し
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
道
の

駅
完
成
を
契
機
と
し
て
、
永
年
の
懸
案
で
あ

り
ま
し
た
、
圏
央
道
I
C
周
辺
地
区
拠
点
開

発
計
画
の
中
心
と
な
る
、
大
型
商
業
施
設
の

立
地
に
つ
い
て
も
、
積
極
的
に
推
進
し
て
い

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
生
活
環
境
基
盤
の
整
備
に
つ
い

て
で
あ
り
ま
す
が
、
都
市
計
画
道
路
、
小
手

指
・
小
福
田
線
の
小
手
指
地
内
は
、
現
在
、

国
の
補
助
事
業
と
し
て
進
め
て
お
り
、
平
成

　

年
度
に
お
い
て
用
地
買
収
も
ほ
ぼ
完
了
す

１６る
こ
と
か
ら
、
平
成　

年
度
内
に
は
事
業
を

１７

終
結
さ
せ
た
い
と
思
い
ま
す
。
県
道
、
新
幸

谷
地
内
の
完
成
と
合
わ
せ
て
全
線
開
通
と
な

れ
ば
、
長
い
間
の
懸
案
だ
っ
た
役
場
か
ら
南

栗
橋
ま
で
の
直
行
ル
ー
ト
が
確
保
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
、
利
便
性
が
格
段
に
向
上
す
る
も

の
と
思
い
ま
す
。

　

一
方
、
幸
手
・
境
線
、
土
与
部
地
内
の
整

備
に
つ
い
て
は
幸
手
市
と
も
ど
も
茨
城
・
埼

玉
両
県
に
引
き
続
き
要
望
活
動
を
展
開
し
て

い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

国
に
よ
る
堤
防
強
化
事
業
に
つ
き
ま
し
て

は　

年
度
中
に
お
い
て
用
地
測
量
及
び
買
収

１７
等
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
町
と
し
て
は
、

基
本
的
に
本
事
業
を
受
け
入
れ
ざ
る
を
得
な

い
と
考
え
て
お
り
ま
す
が
、
関
係
地
権
者
の

中
に
は
昭
和　

〜　

年
代
の
河
川
改
修
と
合

３０

４０

わ
せ
再
び
用
地
買
収
、
並
び
に
家
屋
移
転
を

余
儀
な
く
さ
れ
る
方
も
ご
ざ
い
ま
す
。
大
変

心
苦
し
い
面
も
ご
ざ
い
ま
す
が
、
強
化
事
業

対
策
協
議
会
の
み
な
さ
ん
と
の
充
分
な
協
議

を
踏
ま
え
な
が
ら
、
地
権
者
各
位
の
要
望
に

極
力
お
応
え
出
来
る
よ
う
、
ま
た
合
わ
せ
て

町
の
計
画
を
本
事
業
に
反
映
さ
せ
て
い
た
だ

く
よ
う
要
望
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

続
い
て
、
予
算
に
つ
い
て
申
し
上
げ
ま
す
。

平
成　

年
度
の
一
般
会
計
の
予
算
額
は　

億

１７

３７

４
千
万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
見
直
し
を

行
っ
た
結
果
、
な
お
３
億
８
千
万
円
余
の
財

源
不
足
が
生
じ
る
も
の
と
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
更
に
平
成　

年
３
月

１４

に
策
定
し
た
、「
第
３
次
五
霞
町
行
政
改
革
大

綱
」
及
び
平
成　

年
３
月
に
策
定
し
た
「
五

１６

霞
町
行
政
改
革
の
方
向
付
け
」
に
基
づ
き
、

行
財
政
改
革
の
２
年
度
目
と
し
て
全
事
業
に

つ
い
て
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
の
視
点
に
立
っ
て
聖
域

の
な
い
抜
本
的
な
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。

（
４
〜
５
ペ
ー
ジ
に
予
算
概
要
）

大
谷
隆
照
・
五
霞
町
長
は
、
３
月
８
日
に
開
会
し
た
平
成　

年
第
１
回
五
霞
町

１７

議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
町
政
運
営
に
関
す
る
所
信
を
表
明
し
ま
し
た
。

人
が
き
ら
め
く
ま
ち
五
霞

人
が
き
ら
め
く
ま
ち
五
霞

平
成

年
度
施
政
方
針

平
成　

年
度
施
政
方
針
（
要
旨
）

（
要
旨
）
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平成17年度

県道西関宿栗橋線新幸谷地内の完成と合わせて全線開通が望ま
れる町道９号線

当
初
予
算
決
ま
る

町民１人当たり予算額
（人口10,084人　平成17年３月１日現在）

歳　　入歳　　出

187,431町 税76,487民 生 費

38, 306繰 入 金62, 852土 木 費

36,692地方交付税58,063総 務 費

24,483国庫支出金42,275公 債 費

23,562町 債40,046衛 生 費

13,103県支出金33,616教 育 費

12,396地方消費税
交 付 金25,680農林水産業費

9,818地方譲与税20,222消 防 費

7,330分担金及び
負 担 金9,771議 会 費

17,764そ の 他1,873そ の 他

370,885合　計370,885合　計

（円）（円）

■一般会計

一
般
会
計
は 　

億
４
、０
０
０
万
円

３７

　

３
月
８
日
か
ら　

日
ま
で
開
か
れ
た
平
成　

年
第
１
回
町
議
会
定
例
会
で
、
新
年
度
予
算

２２

１７

が
決
ま
り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
は
、　

億
４
、
０
０
０
万
円
で
前
年
度
当
初
と
比
較
し
、　

・
３
％
（　

億
３
、

３７

２３

１１

７
０
０
万
円
）
減
と
な
り
、
前
年
度
の
減
税
補
て
ん
債
（
借
換
分
）
１
億
８
、
２
０
０
万
円

を
除
く
と
実
質
的
に
同　

・
３
％
（
９
億
５
、
５
０
０
万
円
）
減
の
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

２０

　

主
な
要
因
と
し
て
、
中
学
校
改
築
工
事
、
道
の
駅
整
備
事
業
の
終
了
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

一
般
会
計
と
国
民
健
康
保
険
な
ど
の
特
別
会
計
を
含
め
た
総
額
は
、　

億
１
、
５
７
０
万

６４

円
と
な
り
、
同　

・
７
％
（　

億
０
、
７
７
０
万
円
）
減
と
な
り
ま
し
た
。

１４

１１



■特別会計
金　　額会　　　計　　　名

８億２,９００万円国 民 健 康 保 険 会 計
７億１,６８０万円老 人 保 健 会 計
３億５,９００万円介 護 保 険 事 業 会 計
５億４,４００万円公 共 下 水 道 事 業 会 計
５,８００万円公共用地先行取得事業会計

１億６,８９０万円農 業 集 落 排 水 事 業 会 計
２６億７,５７０万円合　　　　　計

■企業会計
金　　額科　　目会　計　名

５億４,７０３万円収益的収入

水道事業会計
５億４,８３９万円収益的支出

１３０万円資本的収入
２億０,３０４万円資本的支出
７億５,１４３万円支　出　合　計

①生活環境の整備
　○公共下水道事業 …………… ２億６，６５０万円
　　・第５次拡張事業（小福田地内）
　　・環境浄化センター監視盤改修工事
　○上水道事業 ……………………… １，２０３万円
　　・川妻浄水場急速ろ過池ろ材交換工事等
　○道路整備事業 ……………… ２億５，７７５万円
　　・都市計画道路（小手指・小福田線）の整備工事
　　・町道改良工事、物件補償費等
　○し尿・ごみ処理対策事業 … １億５，６５７万円
　　・町内ごみ収集、さしま環境管理事務組合負担金等
　○地籍調査事業 …………………… ２，０９０万円
　　・冬木・小福田地区
　○防犯灯整備事業 ……………………… ３９６万円
②福祉・保健・医療
○障害者福祉事業 ………………… ７，３５３万円

　　・居宅生活支援費、施設訓練等支援費、障害者
福祉手当、補装具購入扶助等

○老人福祉事業 …………………… ８，７２２万円
　　・在宅福祉サービス、老人医療給付費、利根老

人ホーム負担金、地域ケアシステム等
○医療福祉扶助事業 ……………… ４，２３３万円

　　・妊産婦、乳児、幼児、障害者、老人等の医療費補助
○介護予防事業 …………………… ３，３４４万円
○福祉センター運営事業 ………… ４，０３７万円
○保育所運営事業 …………… １億２，２８７万円
○住民検診事業 …………………… ２，４２６万円
　・結核、肺ガン、胃ガン、大腸ガン等
○予防接種事業 …………………… １，２４５万円
　・風疹、麻しん、日本脳炎、インフルエンザ等

③教育・文化
○教育指導員事業 ………………… １，２２２万円
　・学校教育指導員、教育活動指導員、生活補助員等
○社会人ティームティーチング配置事業 … ２１６万円

○英語指導助手派遣事業（小・中学校） … ３８１万円
○スクールバス運行事業 ……………… ３２６万円
○教材用具整備事業（小・中学校） … ５１５万円
○幼稚園就園奨励費補助金 …………… ９１８万円
○町史編さん調査事業 ………………… ４９６万円
○遺跡調査事業（小手指貝塚遺跡） … ２，０００万円
○公民館活動推進事業 ………………… ２３６万円
　・各種文化、教養講座の開催
○保健体育推進事業 …………………… ３３７万円
　・各種スポーツ大会、スポーツ教室の開催
○学校給食運営事業 ……………… ８，５８５万円

④産業の振興
○生産調整推進事業 ……………… ３，２１４万円
○元気アップチャレンジ事業 ………… ３２０万円
　・道の駅に出荷する野菜生産組合への補助
○土地改良総合整備事業（県営事業負担金） … ５２０万円
　・既設の用配水路の布設替え工事
○地盤沈下対策事業（県営事業負担金） … ５８０万円
　・幹線用水路の布設替え工事
○田園空間整備事業（県営事業負担金） … ９１２万円
　・（仮称）ふれあい公園の整備
○病害虫防除対策事業 ………………… ７６１万円
　・農薬の空中散布、有害鳥獣駆除
○中小企業事業資金貸付事業 ………… ３７７万円
　・中小企業への事業資金保証料の補助
⑤まちづくり事業
○少子化対策事業 ……………………… ３３０万円
　・就学祝金、結婚祝金の支給
○行政区運営事業 ………………… ２，４５２万円
　・行政区運営助成金など
○代替バス運営事業 …………………… ９６９万円
　・路線バスの運行維持負担金
○地域づくり推進事業 ………………… ４２８万円

　　・コミュニティ事業助成金、地域づくり推進補助金など

主  
な  
事  
業

次世代を担う子どもたち（幼児教室）

※
予
算
書
は
閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

●
お
問
い
合
わ
せ　

財
務
課
財
政
係
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